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直線距離：約４，３４４km

ホーチミン市

川口市

川 口 市 の 位 置
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日本

川口市

東京都に隣接
都心から電車で30分

埼玉県

東京都
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川 口 市 の 位 置



１９３３年 川口市が誕生

（人口４５，５７３人）

川口町、横曽根村、青木村、

南平柳村 合併

１９４０年 神根村、新郷村、芝村、鳩ヶ谷町

合併（人口９７,１１５人）

１９４５年 人口１０万人を超える

１９５０年 鳩ヶ谷町分離

１９５６年 安行村合併（人口１３９,８６８人）

１９６２年 美園村の一部 合併

（人口１９０，３９２人）

１９６３年 人口２０万人を超える

１ 川口市の歴史
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１９７０年 人口３０万人を超える

１９８５年 人口４０万人を超える

２００１年 特例市の指定を受ける

２０１１年 鳩ヶ谷市と合併

（人口５７８，９５１人）

２０１７年 人口６０万人を超える

２０１８年 中核市へ移行

川口市保健所開所
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１ 川口市の歴史



地区名 人 口
（人）

面 積
（ｈａ）

中央 ４２，６８９ ２２２

横曽根 ７１，６２１ ４１９

青木 ７９，１１６ ６１７

南平 ６５，０９８ ７０４

新郷 ３９，８８８ ６５９

神根 ５１，９１９ ９７２

芝 ８２，１０３ ６６９

安行 ３７，６８４ ５６３

戸塚 ６８，８９８ ７４８

鳩ヶ谷 ６４，８２２ ６２２

合計 ６０３，８３８ ６，１９５
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２ 川口市の人口



人口 ６０３，８３８人 （政令指定都市・特別区を除き全国第３位）
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２ 川口市の人口

■外国人 ■日本人



年少人口 （15歳未満）
７６，８５８人 １２．７％

生産年齢人口
（15～64歳）

３８９，６７４人
６４．５％

老年人口 （65歳以上）
１３７，３０６人
２２．８％
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２ 川口市の人口



税収規模：９５２億円（政令市、特別区を除き全国第４位）
収支状況：９４．５％（全国平均９２．８％） ※経常的な支出額／経常的な収入額

【歳出構造】

＜億円・％＞

支出額 構成比
構成比の
全国平均

人件費 281 14.0 17.0

公債費（借金返済・利払い） 156 7.7 9.7

扶助費（社会保障・福祉） 560 27.8 22.7

物件費（業務委託等） 297 14.8 13.4

繰出金（国保・介護会計等支援） 192 9.5 9.0

補助費等（病院等支援） 85 4.2 7.1

建設事業費 347 17.3 13.2

積立金等 94 4.7 7.9

合 計 2,012 100.0 100.0
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３ 川口市の財政概況（２０１７年度 決算）



木 型

機 械 植 木

9

４ 川口市の主要産業

鋳 物
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４ 川口市の主要産業
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５ 川口市とベトナム（居住者数の推移）

ベトナム人の人口推移



ベトナム 中国 ｲﾝﾄ゙ﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋ゚ﾝ タイ ｶﾝﾎﾞｼ゙ｱ ミャンマー モンゴル その他 合計

2015 311 293 61 45 18 4 0 7 4 743

2016 457 279 68 46 11 16 5 8 1 891

2017 705 231 100 66 8 22 5 10 0 1,147

2018 1,355 1,147 250 140 65 31 21 15 8 3,032

2019 1,778 1,298 331 172 69 39 28 22 10 3,747

構
成
比

(%)
47.5 34.6 8.8 4.6 1.8 1.0 0.8 0.6 0.3 100
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５ 川口市とベトナム（技能実習生登録者数）



日本語講習会

採用面接会

技能検定試験

技能実習
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５ 川口市とベトナム（技能実習生の流れ）



２０１４年２月１０日 市長就任会見で中核市移行を表明

２０１４年１１月１１日 埼玉県へ中核市移行に向けた協力要請

２０１４年１１月２０日
第１回中核市移行に関する埼玉県・川口市事務担当者
連絡会議を開催（２０１７年まで１１回開催）

２０１５年４月１日 中核市推進室・保健所準備室を設置

２０１６年４月～ 埼玉県の移譲事務担当課へ研修派遣開始

２０１７年１１月２１日 中核市指定の閣議決定（１１月２７日政令公布）

２０１８年３月２日
前倒し人事異動内示（保健所、福祉監査課）
当該職員に対する事前研修等の開始

２０１８年４月１日 中核市移行

中核市移行に向けた主な取組み
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６ 中核市への移行

移
行
準
備
期
間

約
４
年



15

６ 中核市への移行
日本の都市制度

・生活保護（市及び福祉事務所設置町村が処理） ・都市計画決定 ・特別養護老人ホームの設置・運営

・市町村道、橋梁の建設・管理 ・介護保険事業 ・上下水道の整備・管理運営

・国民健康保険事業 ・一般廃棄物の収集や処理 ・小中学校の設置・管理

・消防、救急活動 ・住民票や戸籍の事務 等

・児童相談所の設置 ・市街地開発事業の認可

・市内の指定区間外の国道や県道の管理

・県費負担教職員の任免、給与の決定 等

・特別養護老人ホームの設置認可・監督

・身体障害者手帳の交付

・保健所設置市が行う事務

地域住民の健康保持・増進のための事業

飲食店営業等の許可、温泉の利用許可

・屋外広告物の条例による設置制限

・一般廃棄物処理施設、産業廃棄物処理施設設置の許可

・市街化区域又は市街化調整区域内の開発行為の許可

・市街地開発事業の区域内における建築の許可

・騒音を規制する地域の指定、規制基準の設定 等

都道府県（４７）

・指定区画の１級河川、２級河川の管理

・小中学校に係る学級編成基準、教職員

定数の決定

・私立学校、市町村立学校の設置許可

（指定都市を除く)

・高等学校の設置・管理

・警察（犯罪捜査、運転免許等）

・都市計画区域の指定 等

指定都市（２０）

中核 市（５８）

市町村

（１，６４０）



行政分野 事務数 主な事務

民生(福祉) 459

○保育所や特別養護老人ホーム等の
設置の認可、指導・監査

○身体障害者手帳の交付
○母子・父子・寡婦福祉資金の貸付

保健衛生 1,386

○飲食店や食品製造業者等の営業許可・
監視指導

○医療機関の開設許可・立入検査
○感染症の発生状況や原因の調査

環境 243
○一般廃棄物処理施設及び産業廃棄物
処理施設の設置許可・立入検査

都市計画・建設 96
○屋外広告業やサービス付き高齢者向け
住宅の登録

文教 他 25 ○市立小中学校の教職員の研修

県から移譲された事務（計2,209事務）

16

６ 中核市への移行



職員配置状況（年度累計） ２０１６年 ２０１７年 ２０１８年

民生行政 ０ １４ ２２

保健衛生行政 １３ ２９ ６５

医師 ０ １ ２

薬剤師 ４ ７ １１

獣医師 ５ ９ ２２

保健師 ３ ７ １５

その他 １ ５ １５

環境行政 ３ ５ １１

文教行政 ０ ２ ２

職員配置総計 １６ ５０ １００
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６ 中核市への移行



川
口
市

２０１６・２０１７年度

埼
玉
県

２０１８・２０１９年度

実務研修

支 援

民生分野

保健衛生分野

環境分野４４名 派遣

民生分野

保健衛生分野

環境分野 ２０名 受入
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６ 中核市への移行



科 目 内 訳 歳入額

地方交付税等 基準財政需要額の増・各種申請手数料等 ２２３

歳入見込 【２２億３千万円】 （単位：千万円）

分 野 内 訳 歳出額

民生行政 小児慢性特定疾病対策事業等 ６７

保健衛生行政 不妊治療費助成事業等 ４７

環境・文教行政等 産業廃棄物対策事業・教職員研修事業等 ４

歳出見込 【２２億３千万円】

（１）移譲事務関係 ※一部事業について市独自の見直しを実施 （単位：千万円）

（２）その他 （単位：千万円）

分 野 内 訳 歳出額

職員人件費 保健所等の職員
（中核市移行に伴う増員１００人分）

８０

新規・拡充事業 不妊治療費の上乗せ助成等 １０

その他 保健所の施設整備費等 １５
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６ 中核市への移行（移行に係る財政計画）
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７ 川口市の行政改革（変遷と効果額）



行 政 改 革 推 進 本 部

各部局等行政改革推進委員会（21推進委員会）

報告提案

報告（修正）

改革計画検討委員会

（事務局 企画経営課）

市民

公表

付託

付託
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７ 川口市の行政改革（行政改革推進体制）



第４次川口市行政改革大綱基本方針

①持続可能な財政基盤の確立
【主要項目】・財政規律の徹底（ペイ・アズ・ユー・ゴーの原則）・未納額の圧縮

・受益者負担の適正化・新たな財源の確保・公会計の活用・行政評価システムの充実

②公有財産を効率的・効果的に活かす行政の実現
【主要項目】・施設マネジメントを含めた公有財産の適正管理

・基金の安全かつ効率的な運用の推進

③市民ニーズに的確に対応することができる強固な行政体制の確立
【主要項目】・組織、機構の最適化・定員管理、給与の適正化・職員の意識改革と人材の育成

・事務改善の推進・外郭団体等の運営の見直し・情報化の推進

④民間の知恵を活かした行政運営の推進
【主要項目】・市内事業者の積極活用による民間との連携・民間手法による監査の実施
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７ 川口市の行政改革（現在の行政改革）



これから 直面する課題現況

業務

職員

自然に減ることはない
新たな課題等が増えていく

予算の関係上、人員増は
難しい。
減少する可能性もある。

住民サービス低下
業務品質低下

職員業務負荷の増大

職員モチベーション低下
メンタルヘルス問題

将来の業務運営に対する
不安、ノウハウ等の消失

住民サービス低下と共に職員のワーク・ライフ・バランスにも悪影響
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７ 川口市の行政改革（今後の課題）



行政サービスのオープン化・アウトソーシング等の推進

○民間委託等の推進
○指定管理者制度等の活用
○地方独立行政法人制度の活用
○ＢＰＲの手法やＩＣＴを活用した業務の見直し

民間委託等の推進

官・民の役割分担を明確にする
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７ 川口市の行政改革（今後の方向性）



制度概要（地方公務員法により制度の基本が定められている）

① 任用（採用、昇任等）
・職員の任用は、受験成績、勤務成績その他の能力の実証に基づいて行う（成績主義の原則）
・職員の採用及び昇任は、競争試験によることが原則

② 給与

・職員の給与は、その職務と責任に応ずるものでなければならない（職務給の原則）
・職員の給与は、国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与
などを考慮し、条例で具体的に規定（人事委員会の勧告制度あり）

③ 身分保障
・地方公務員法で定める事由以外は、職員本人の意に反して、降任・免職されない
→恣意的に職を奪われることのないよう身分を保障することで、公務の中立性・安定性を確保

④ 定年
・原則６０歳（一部例外あり）

⑤ 服務
・全体の奉仕者であることから、服務上の強い制約が課せられている

⑥ 懲戒
・以下に該当する場合には、懲戒処分（免職、停職、減給、戒告）をすることができる
地方公務員法や条例等に違反した場合
職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合
全体の奉仕者にふさわしくない非行のあった場合
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８ 日本の地方公務員制度



１ 採用試験の職種

（１）事務職

（２）技術職（土木、建築）

（３）医療・福祉職（保健師、薬剤師、獣医師等）

（４）保育士

（５）消防

２ 採用試験の区分

（１）大学卒 （３１歳まで）

（２）短大卒 （２３歳まで）

（３）高校卒 （２１歳まで）

（４）障害者 （４５歳まで）

（５）スポーツ成績優秀者（全国規模の大会で優秀な成績）

（６）民間等職務経験者
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９ 川口市の職員採用



３ 採用試験の流れ

（１）第１次試験

個人面接試験 及び 筆記試験

（２）第２次試験

個人面接試験 × ２回

性格適性検査

４ 採用確保の取組み

（１）職員採用説明会

（２）大学キャリアセンターへの働きかけ

（３）採用試験の周知

（４）内定職員へのフォローアップ
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９ 川口市の職員採用



質の高い職員
の育成

質の高い市民
サービスの提供

市民満足度の
向上
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１０ 川口市の人材育成

職員 職員 職員 職員 職員

役割を自覚

職員個々の成長

意欲
向上

成長を実感

組織力向上

職場での指導
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１０ 川口市の人材育成（ＯＪＴ～Ｏｎ ｔｈｅ Ｊｏｂ Ｔｒａｉｎｉｎｇ～）

職場内研修
管理職、職場研修責任者による
研修・指導

メンター制度
新規採用職員に対するＯＪＴ。
先輩職員がメンターとなり、仕事面
だけでなく生活面もサポートする。



自治大学校等への派遣

女性職員キャリアサポート研修など
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１０ 川口市の人材育成（職員研修）

階層別研修
各階層に必要な知識等の習得を目指す

専門研修（専門性の高い知識の習得）

派遣研修（国・県、他の自治体や外部の研修機関）

市長自ら、新規採用職員へ直接講和



自己啓発への支援
・研修では補いきれない知識、技術の修得
・職員の自主性の涵養
・職員の成長欲求の充足

＜主な取り組み＞
・ポスト試験の実施
・川口市職員資格取得経費助成制度
・映像教材の貸し出しや情報提供
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１０ 川口市の人材育成（自己啓発）



部長級
35人

次長級
85人

課長級 117人

課長補佐級 449人

係長級 926人

主任級 1,261人

主事（補）・技師（補）級 1,457人

総職員数 4,330人
2019年4月1日現在
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１０ 川口市の人材育成（ポスト試験制度）

ポスト試験

早期に昇任

ポスト試験

早期に昇任

※医師・教諭等を除く



ご清聴ありがとうございました
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